
国 土 入 企 第 ９ 号

平成２７年１０月２７日

各都道府県 主管担当部局長 殿

（契約担当課扱い）

各政令指定都市 主管担当部局長 殿

（契約担当課扱い）

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

公共建築工事の円滑な施工確保対策に係る

取組の強化について

公共建築工事の円滑な施工確保の一層の推進を図る観点から、「公共建築

工事の円滑な施工確保対策に係る取組の強化について」（平成２７年１月３

０日付け国土入企第３２号）において、『営繕積算方式』活用マニュアル【普

及版】を参考に営繕積算方式の適切な運用を図られるよう通知したところで

す。

今般、『営繕積算方式』活用マニュアルが改訂され、別添１のとおり大臣

官房官庁営繕部から各地方整備局等あて通知されましたのでお知らせしま

す。

併せて、数量積算のより一層の精度向上に向けて、別添２のとおり平成２

７年３月３０日付けで大臣官房官庁営繕部から各地方整備局等あて通知され

ていた「営繕工事積算チェックマニュアル」の更なる普及を図るため、別添

３のとおり営繕工事積算チェックマニュアル【解説版】が作成されましたの

でお知らせします。

昨年改正された公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律

第１８号）において、「適正な予定価格の設定」等が発注者の責務として明

確化されていることを踏まえ、貴職におかれましては、別添１から３を参考

に、引き続き適切な運用を図られるようお願いいたします。

各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市町村（政令指定都市は除

く。）に対して、本通知の周知徹底をお願いいたします。

なお、別添４、５のとおり、公共事業の施工を行う建設業の各団体の長、

調査・設計等の発注関連業務を行う業界の各団体の長あてに通知しておりま

すので、併せてお知らせします。



国 営 積 第 １４号

国 営 整 第１７１号

平成２７年１０月１９日

大臣官房官庁営繕部 計画課長 殿

大臣官房官庁営繕部 整備課長 殿

各地方整備局 営繕部長 殿

北海道開発局 営繕部長 殿

沖縄総合事務局 開発建設部長 殿

国土交通省大臣官房官庁営繕部

計 画 課 長

整 備 課 長

（ 公 印 省 略 ）

『営繕積算方式』活用マニュアルの改訂及び

普及・促進について

『営繕積算方式』活用マニュアルについては、「公共建築工事の円滑な施工

確保対策に係る『営繕積算方式』の普及・促進について（通知）」（平成２７

年１月３０日付け国営計第９５号、国営整第２２３号）において通知したと

ころであるが、今般、別添１のとおり、営繕積算方式の説明に特化した内容

に再構成する等の改訂を行ったので通知する。

昨年改正された公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律

第１８号）において、適正な予定価格の設定等が発注者の責務として明確化

されていることを踏まえ、引き続き、官庁営繕工事において適切に活用を図

るとともに、地方公共団体等に対して、各種会議等を通じて情報提供を行い、

普及・促進を図られたい。

（問い合わせ先）

国土交通省大臣官房官庁営繕部

計画課 営繕積算企画調整室

営繕積算高度化対策官 田中 宏明

TEL:03-5253-8111（内23-243）

整備課 課長補佐 橋本 一洋

TEL:03-5253-8111（内23-433）

（別添１）



国 営 計 第 １ ３ ５ 号

平成２７年３月３０日

各地方整備局営繕部長 殿

北海道開発局営繕部長 殿

沖縄総合事務局開発建設部長 殿

大臣官房官庁営繕部計画課長 殿

国土交通省大臣官房官庁営繕部

計 画 課 長

営繕工事積算チェックマニュアルの一部改定について（通知）

標記について、「営繕工事積算チェックマニュアル」の内容を別添のとおり一

部改定し、平成２７年４月１日から適用することとしたので通知する。



別添

　 　　 　

国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課

平成２７年版

営繕工事積算チェックマニュアル



国 営 積 第 １ ５ 号

平成２７年１０月１９日

大臣官房官庁営繕部 計画課長 殿

大臣官房官庁営繕部 整備課長 殿

各地方整備局 営繕部長 殿

北海道開発局 営繕部長 殿

沖縄総合事務局 開発建設部長 殿

国土交通省大臣官房官庁営繕部

計画課 営繕積算企画調整室長
（ 公 印 省 略 ）

営繕工事積算チェックマニュアル【解説版】の策定及び

同マニュアルの普及・促進について

営繕工事積算チェックマニュアル（以下「チェックマニュアル」という。）

については、「営繕工事積算チェックマニュアルの一部改定について（通知）」

（平成２７年３月３０日付け国営計第１３５号）において通知したところで

あるが、今般、チェックマニュアルの更なる普及を図るため、別添１のとお

り、営繕工事積算チェックマニュアル【解説版】を策定したので通知する。

昨年改正された公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律

第１８号）において、「適正な予定価格の設定」等が発注者の責務として明確

化されていることを踏まえ、地方公共団体等に対して、各種会議等において

本解説版を活用する等により、引き続き、チェックマニュアルの普及・促進

を図られたい。

（問い合わせ先）

国土交通省大臣官房官庁営繕部

計画課 営繕積算企画調整室

営繕積算高度化対策官 田中 宏明

TEL:03-5253-8111（内23-243）

（別添３）



国 土 入 企 第 １ ０ 号

平成２７年１０月２７日

建設業団体の長 殿

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

公共建築工事の円滑な施工確保対策に係る

取組の強化について

公共建築工事の円滑な施工確保の一層の推進を図る観点から、「公共建築

工事の円滑な施工確保対策に係る取組の強化について」（平成２７年１月３

０日付け国土入企第３２号）において、『営繕積算方式』活用マニュアル【普

及版】を通知したところです。

今般、『営繕積算方式』活用マニュアルが改訂され、別添１のとおり大臣

官房官庁営繕部から各地方整備局等あて通知されましたのでお知らせしま

す。

併せて、数量積算のより一層の精度向上に向けて、別添２のとおり平成２

７年３月３０日付けで大臣官房官庁営繕部から各地方整備局等あて通知され

ていた「営繕工事積算チェックマニュアル」の更なる普及を図るため、別添

３のとおり営繕工事積算チェックマニュアル【解説版】が作成されましたの

でお知らせします。

貴職におかれては、これらの取組についてご理解と適切な対応をお願いす

るとともに、貴団体傘下の会員企業に対し、周知方お願いいたします。

なお、別添４、５のとおり、各都道府県及び政令指定都市、調査・設計等

の発注関連業務を行う業界の各団体の長あてに通知しておりますので、併せ

てお知らせします。

（別添４）



（別添５）

国 土 入 企 第 １ １ 号

平成２７年１０月２７日

発注関連業務団体の長 殿

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

公共建築工事の円滑な施工確保対策に係る

取組の強化について

公共建築工事の円滑な施工確保の一層の推進を図る観点から、「公共建築

工事の円滑な施工確保対策に係る取組の強化について」（平成２７年１月３

０日付け国土入企第３２号）において、『営繕積算方式』活用マニュアル【普

及版】を通知したところです。

今般、『営繕積算方式』活用マニュアルが改訂され、別添１のとおり大臣

官房官庁営繕部から各地方整備局等あて通知されましたのでお知らせしま

す。

併せて、数量積算のより一層の精度向上に向けて、別添２のとおり平成２

７年３月３０日付けで大臣官房官庁営繕部から各地方整備局等あて通知され

ていた「営繕工事積算チェックマニュアル」の更なる普及を図るため、別添

３のとおり営繕工事積算チェックマニュアル【解説版】が作成されましたの

でお知らせします。

貴職におかれては、これらの取組についてご理解と適切な対応をお願いす

るとともに、貴団体傘下の会員企業に対し、周知方お願いいたします。

なお、別添４、５のとおり、各都道府県及び政令指定都市、公共事業の施

工を行う建設業の各団体の長あてに通知しておりますので、併せてお知らせ

します。


